岡崎市援農ボランティア事業実施要綱
（趣旨）

第１条　この要綱は、援農ボランティア（以下「ボランティア」という。）を養成し、農繁期に
農家の農作業を手助けする岡崎市援農ボランティア事業（以下「援農ボランティア事業」と
いう。）に関して、必要な事項を定めるものとする。
（事業目的）

第２条　援農ボランティア事業は市民等へ農業をより身近なものに感じてもらうとともに、農
　業者の高齢化等に伴う労力不足の解消、担い手不足から生じる未利用農地の発生を防ぎ、将
来にわたり市民に新鮮で安全安心な農産物の提供を図ること等を目的とする。
（実施主体）

第３条　この事業の実施主体は、岡崎市（以下「市」という。）とし、事業の実施にあたっては、
関係機関と連携をすることとする。
（定義）

第４条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は当該各号に定めるところによる。
⑴　「ボランティア」とは、社会貢献活動として受入農家の農作業を支援する者をいう。

　⑵　「受入農家」とは、市内で農業を営み、ボランティアを受入れる者をいう。

（事業内容）

第５条　この事業の内容は、次の各号に掲げるとおりとする。

⑴　ボランティアの養成に関すること。

　⑵　ボランティアと受入農家の調整に関すること。

　⑶　その他、事業の推進に関すること。

２　本市で栽培規模が大きく、生産者団体が組織されている品目である、ぶどう、いちご及びなすについては、指定された生産者団体と協力して事業を実施することとする。
３　本事業における事業年度は４月から翌年３月までとする。
（ボランティアの活動）

第６条　ボランティアは、次の各号に掲げる内容について活動するものとする。

　⑴　農産物の栽培、収穫、流通に関すること。

　⑵　その他、農作業全般に関すること。

（ボランティアの登録）

第７条　ボランティアになろうとする者は、様式第１号により市長に申請しなければならない。
２　市長は、前項に規定する申請があったときは、ボランティアとして登録し、当該申請者に対し、様式第２号により通知するものとする。

３　登録を受けた者は、登録事項に変更が生じた場合は、速やかに市に報告するものとする。

（ボランティアの登録の拒否）
第８条　市は、ボランティアになろうとする者が次の各号に掲げる内容に当てはまる場合は、
登録を拒否することができる。
⑴　岡崎市暴力団排除条例(平成23年岡崎市条例第31号)第２条第２号に規定する暴力団員(以下この条において「暴力団員」という。)若しくは同条第１号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者(以下この条において「暴力団関係者」という。)又は役員に暴力団関係者がいる法人その他の団体である場合。
⑵　禁錮以上の刑に処せられており、その執行が終わっていない又はその執行を受けることがなくなっていない場合。

⑶　日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入したことがある場合。
⑷　その他、ボランティアになろうとする者が、ボランティアとして不適格と認められる場合、市は登録を拒否することができるものとする。

（受入農家の登録）

第９条　受入農家になろうとする者は、様式第３号により市長に申請しなければならない。

２　市長は、前項に規定する申請があったときは受入農家として登録し、当該申請者に対し、様式第４号により通知するものとする。

３　登録を受けた者は、登録事項に変更が生じた場合は、速やかに市に報告するものとする。

（ボランティアと受入農家の調整）
第10条　市は第７条に規定する登録をしたボランティアから派遣希望があった場合、又は、第９条に規定する登録をした受入農家から受入希望があった場合は、調整を図ることとする。
（登録の抹消）

第11条　第７条に規定する登録をしたボランティア及び第９条に規定する登録をした受入農家が登録を辞退しようとするときは、様式第５号にて市長に届出なければならない。
２　市は、前項の規定による届出があったときは、当該届出者の登録を抹消するものとする。
３　その他、様式第５号の届出にかかわらず、市が必要と認めたときは、登録を抹消することができるものとする。
（次年度の登録）
第12条　第７条に規定する登録をしたボランティア及び第９条に規定する登録をした受入農家が次年度も事業に継続して参加する場合、次年度中の事業に参加する日までに様式第１号又は様式第３号を市長に申請し、登録を受けなければならない
（活動報告）

第13条　受入農家はボランティアの活動終了後、30日以内に様式第６号により、市長に事業報告をしなければならない。
２　市はボランティアに対し、必要に応じて、活動報告を求めることができるものとする。

（援農ボランティア事業にかかる保険の加入）

第14条　援農ボランティア事業にかかる保険は、市で加入している「市民活動総合補償保険」を適用するものとする。
（事故等の報告）

第15条　ボランティア及び受入農家は、援農ボランティア事業において、事故等の不測の事態が生じた場合は、速やかに市に報告しなければならない。

（その他）

第16条　この要綱に定めるもののほか、援農ボランティア事業の実施に関し、必要な事項は別に定める。
附　則

１　この要綱は、平成27年３月９日から施行する。

２　この要綱は、平成34年３月31日限りでその効力を失う。

　　　附　則（平成28年８月１日改正）

　この要綱は、平成28年８月１日から施行する。
　　　附　則（平成31年４月１日改正）
　この要綱は、平成31年４月１日から施行する。

